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北海道職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２４年３月２１日

北 海 道 知 事 高 橋 はるみ
北海道選挙管理委員会委員長 永 井 利 幸
北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北 海 道 代 表 監 査 委 員 太 田 博
北 海 道 議 会 議 長 喜 多 龍 一
北 海 道 公 営 企 業 管 理 者 成 田 一 憲

北海道職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令
北海道職員安全衛生管理規程（平成１６年北海道・北海道選挙管理委員会・北海道人事委員
会・北海道監査委員・北海道議会・北海道企業局訓令第１号）の一部を次のように改正する。
第２条第４号中「並びにこれらに準ずる者」を削る。
第２３条第２項中「の会議」を削り、「の出席をもって成立する」を「が出席しなければ、
会議を開くことができない」に改め、同条に次の１項を加える。
３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ
による。
第２７条第４項中「に規定する」を「の規定による」に、「第３２条第３項」を「第３２条第５
項」に改める。
第２８条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第９号までを１号ずつ繰
り上げる。
第３１条第１項中「産業医、」、「又は総括精神保健産業医（以下「産業医等」とい
う。）」及び「所属長及び」を削り、同条第２項中「所属長は、産業医等」を「総括安全衛
生管理者は、総括産業医」に改め、同条第３項中「所属長」を「総括安全衛生管理者」に、
「総括安全衛生管理者に報告しなければならない」を「当該健康管理区分を、所属長に通知
するとともに、健康診断の結果と併せて当該職員に通知するものとする」に改め、同条第４
項を削る。
第３２条第１項中「長期療養」を「療養」に改め、同条第３項を次のように改める。
３ 所属長は、健康管理区分の変更願の提出があったときは、産業医、総括産業医、精神保
健医又は総括精神保健産業医（以下「産業医等」という。）に当該職員の健康管理区分を
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判定させるものとする。この場合において、産業医等は、必要があると認めるときは、当
該職員と面談するものとする。
第３２条中第４項を第６項とし、第３項の次に次の２項を加える。
４ 所属長は、前項の規定にかかわらず、１か月以上の療養後に職場に復帰しようとする場
合であって精神及び行動の障害その他これに準ずる障害に係る健康管理区分の変更を行う
ときは、健康管理審査会に判定を求めるものとする。
５ 所属長は、第３項の規定による産業医等の判定又は前項の規定による健康管理審査会の
判定、産業医等の意見、職員の勤務条件等を十分勘案して、健康管理区分の変更を決定す
る。
第３７条第２項中「精神保健医又は」を削る。
第３８条第１項中「産業医等」の次に「（精神保健医及び総括精神保健産業医を除く。以下
この条において同じ。）」を加え、同条第２項を次のように改める。
２ 所属長は、必要があると認める場合は、前項の規定による報告に係る職員に産業医等と
面談させるものとする。この場合において、所属長は、産業医等から当該職員に係る健康
管理上の助言又は指導を受けたときは、必要な措置を講じなければならない。
第３９条第１項を削り、同条第２項中「所属長は」を「所属長、産業医等、保健師その他関
係職員は、職員の健康情報の取扱いに際して、個人情報の保護に留意するものとし」に改め、
同項を同条第１項とし、同条第３項中「産業医」を「所属長」に、「保管する」を「当該職
員の」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項を同条第３項とする。
別表第４Ｃ２の項の次に次のように加える。

Ｄ １ 平 常 要 医 療

平常に勤務し
てよいが、医師
による直接の医
療行為を必要と
する。

医療機関のあっせん等により適切
な治療を受けさせるようにする。

附 則

この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。

告 示

北海道告示第１７１号

家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該
牛の所有者に対し、当該牛について、牛のブルセラ病及びヨ－ネ病の予防のための検査を受
けることを命ずる。
平成２４年３月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 実 施 の 目 的

牛のブルセラ病及びヨ－ネ病の発生予防のため
� 実施する区域の市町村名及び実施の期日
実施する区域の 実 施 の 期 日
市 町 村 名 （当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
千 歳 市 平成２４年５月１日から７月１３日まで
蘭 越 町 同 ５月２１日から６月２２日まで
鷹 栖 町 同 ４月１日から８月１０日まで
比 布 町 同
上 富 良 野 町 同
中 富 良 野 町 同
猿 払 村 同 ５月７日から７月６日まで
津 別 町 同 ５月７日から７月２７日まで
清 里 町 同 ４月２日から６月１５日まで
遠 軽 町 同 ５月１４日から９月１４日まで
帯 広 市 同 ８月２０日から１１月３０日まで
幕 別 町 同 ４月２日から８月３１日まで
豊 頃 町 同 ６月４日から８月１０日まで
根 室 市 同 ４月２日から１１月３０日まで
中 標 津 町 同
標 津 町 同
羅 臼 町 同

� 実施の対象となる家畜の種類及び範囲
実施する区域内で搾乳の用に供する雌牛。ただし、生後２４か月未満のもの及び牛の
ヨーネ病の予防のための検査については、家畜伝染病予防法に基づく牛のヨーネ病のま
ん延防止のための措置を講じている農場に飼養されているものを除く。

２� 実 施 の 目 的
牛のブルセラ病及びヨ－ネ病の発生予防のため

� 実施する区域の市町村名及び実施の期日
実施する区域の 実 施 の 期 日
市 町 村 名 （当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
苫 小 牧 市 平成２４年度４月１日から８月３１日まで
洞 爺 湖 町 同
鷹 栖 町 同 ４月１日から８月１０日まで
比 布 町 同
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上 富 良 野 町 平成２４年度４月１日から８月１０日まで
中 富 良 野 町 同

� 実施の対象となる家畜の種類及び範囲
実施する区域内で種付けの用に供する雄牛。ただし、牛のヨーネ病の予防のための検
査については、家畜伝染病予防法に基づく牛のヨーネ病のまん延防止のための措置を講
じている農場に飼養されているものを除く。

３ 実 施 の 方 法
� 検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
� 検査は、家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林省令第３５号）第９条に定める方法
による。

北海道告示第１７２号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、次の地区について道営
土地改良事業の土地改良事業計画を定めた。
その関係書類は、平成２４年３月２２日から２０日間、一般の縦覧に供する。
平成２４年３月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
南角田南部 農業用用排水施設、区画整理 北海道空知総合振興局
奈井江瑞穂 農業用用排水施設 同

きよ れき

有 珠 山 麓 農業用用排水施設、農業用道路、暗渠排水、除礫、農用地造成 北海道胆振総合振興局

北海道告示第１７３号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和２６年法律第
２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２４年３月２１日
北海道知事 高 橋 はるみ

１� 保安林予定森林の所在場所 中川郡音威子府村字チセ子シリ２９３の１（次の図に示
す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 水源のかん養
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
字チセ子シリ２９３の１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所 新冠郡新冠町字若園６２の５・９１の１・９５の３・３１６・
３３８・３４０・３５４の１・３５９の１（以上８筆について次の図
に示す部分に限る。）、３３６、３５５

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所 中川郡音威子府村字モノマナイ２９２の１（次の図に示
す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
字モノマナイ２９２の１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所 富良野市字山部５８１の２（次の図に示す部分に限
る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
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� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

５� 保安林予定森林の所在場所 中川郡中川町字豊里２３の３・３２の１・３２の２・３２の９
（以上４筆について次の図に示す部分に限る。）、２３の
１、２３の２、２３の４、３２の４、３２の５、３２の１０、３２の１４

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課並びに富良野市役所及び関係町村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１７４号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和２６年
法律第２４９号）第２９条の規定による通知があった。
平成２４年３月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 上川郡当麻町５０３３の１・５０３３の５（以上２筆について

次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 水源のかん養
３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部林務局治山課及び当麻町役場に備
え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１７５号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成２４年３月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林

の所在場所
勇払郡厚真町（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 水源のかん養
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
厚真町（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

石狩市（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 干害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３� 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

勇払郡厚真町（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係総合振興局及
び振興局の産業振興部林務課並びに石狩市役所及び厚真町役場に備え置いて縦覧に供す
る。）

北海道告示第１７６号
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森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３３条第３項の規定に

よる保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第１８９条

の規定により、その通知の内容を鶴居村役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平成２４年農

林水産省告示第４４６号のとおりである。

平成２４年３月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ

所在が不分明な者

阿寒郡鶴居村字幌呂原野４４５、４４７所在の森林について所有権を有する 萩原 善藏

北海道告示第１７７号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か

ら２週間、一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ

路線名及び縦覧場所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

道道 上川停車場線
北海道上川総合振興局
旭 川 建 設 管 理 部

上川郡上川町南町１４９番１地先から Ｈ２４．３．２３
同郡上川町川端町３８番１１地先まで

道道 根 室 港 線
北海道釧路総合振興局
釧 路 建 設 管 理 部

根室市本町４丁目７４番１地先から Ｈ２４．３．２１
同市弥栄町１丁目国有地地先まで

根室市弥栄町１丁目国有地地先から 同
同市弥栄町１丁目１８番地先まで

北海道告示第１７８号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変

更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道宗谷総合振興局稚内建設管理部に

備え置いて、告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 道路の種類 道道

２ 路 線 名 枝幸音威子府線

３ 道路の区域

区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間

枝幸郡枝幸町歌登中央８９７番４地先から 前 ９．４４
から １，４７５．００
 ――同郡枝幸町歌登中央３３５番１２６地先まで ３２．２３
まで

後 １４．８２
から １，４７５．００
 ――３５．６８
まで

北海道告示第１７９号

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第６５条第２項の規定により、次の宅地建物取

引業者に対し宅地建物取引業の業務について停止処分をしたので、同法第７０条第１項の規定

により公告する。

平成２４年３月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 商 号 又 は 名 称 有限会社カントリーハウス

２ 代 表 者 氏 名 代表取締役 福多 俊彦

３ 主たる事務所の所在地 余市郡余市町大川町７丁目６５番地

４ 免 許 証 番 号 北海道知事 後志�第３６４号
５ 業 務 停 止 の 期 間 平成２４年３月２１日から平成２４年３月３０日までの１０日間

６ 業 務 停 止 の 範 囲 宅地建物取引業の全業務

総 合 振 興 局 告 示 及 び
振 興 局 告 示

北海道空知総合振興局告示第１９号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。

平成２４年３月２１日

北海道空知総合振興局長 武 田 裕 二

１ 落札者に係る物品等の名称（複写機等の賃貸借）及び数量

� 拡張機能付き大型デジタル複写機等の賃貸借 一式（３台の１月当たりの単価及び１

枚当たりの単価）

� デジタルカラー複写機等（プリンタ・スキャナ機能付き）の賃貸借 一式（８台の１

月当たりの単価及び１枚当たりの単価）

２ 落札を決定した日

平成２４年３月６日

３ 落札者の氏名及び住所

�ア 氏 名 株式会社エム・マツバラ

イ 住 所 札幌市豊平区東月寒４条９丁目５番１１号
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�ア 氏 名 株式会社大和商会
イ 住 所 岩見沢市６条東３丁目

４ 落札金額
� 基本料金 ７０，０００円
複写料金 １カウントから１，０００カウントまで ７．７０円

１，００１カウント以上 ７．７０円
� 基本料金 ３６，３００円
複写料金 フルカラー １枚から１０，０００枚まで ５．１９円

１０，００１枚から２０，０００枚まで ５．０５円
２０，００１枚以上 ５．０５円

モノカラー １枚から１，０００枚まで ２．９６円
１，００１枚から４，０００枚まで ２．９６円

４，００１枚以上 ２．９０円
５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２４年１月２４日付け北海道空知総合振興局告示第２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道空知総合振興局札幌建設管理部建設行政室建設行政課
� 所在地 札幌市中央区南１１条西１６丁目
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